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平成 28年 6月 29日 

各 位 

会 社 名 セイコーホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役社長 中村 吉伸 

 (コード番号 8050 東証第 1部) 

問合せ先 取締役経理部長 瀧沢 観 

 (TEL 03-3563-2111) 

 

 (訂正)「平成 28年３月期 決算短信［日本基準］(連結)」の一部訂正について 

 

平成 28年 5月 10日に発表いたしました「平成 28年３月期 決算短信［日本基準］（連結）」の記載に一部訂正

がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、訂正箇所には下線を付しております。また、数値データの訂正はありません。 

 

記 

 

【訂正の内容】 

（２６ページ）関連当事者情報 

 

（訂正前） 

当連結会計年度（自 平成 27年４月１日 至 平成 28年３月 31日） 

 

関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

種類 
会 社 等 
の 名 称 
又は氏名 

所在地 

資本金 
又 は 
出資金 
(百万円) 

事 業 の 
内 容 
又は職業 

議決権等 
の被所有 
割合(％) 

関 連 
当 事 者 
との関係 

取引の 
内 容 

取引金額 
(百万円) 

科目 期末残高 
(百万円) 

主要 
株主 

三 光 
起業㈱ 

東京都
中央区 40 

不動産及
び有価証
券の所有
ならびに
管理 

(直接) 

11.5 

 

(緊密な者又

は同意してい

る者) 
5.4 

不動産の
譲渡等 

不動産 
の譲渡 

3,290 － － 

不動産 
の賃借 

996 － － 

 

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     １）不動産等の譲渡については、専門家の評価に基づいて、交渉の上価格を決定しております。 

     ２）不動産の賃借については、市場価格を勘案して、一般の取引条件と同様の基準により決定し

ております。なお、連結損益計算書では、販売費及び一般管理費に表示しているほか、営業

外収益その他と相殺しております。 

２．取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。 

 

 

 

 



 －２－ 

（訂正後） 

当連結会計年度（自 平成 27年４月１日 至 平成 28年３月 31日） 

 

関連当事者との取引 

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

種類 
会 社 等 
の 名 称 
又は氏名 

所在地 

資本金 
又 は 
出資金 
(百万円) 

事 業 の 
内 容 
又は職業 

議決権等 
の被所有 
割合(％) 

関 連 
当 事 者 
との関係 

取引の 
内 容 

取引金額 
(百万円) 科目 

期末残高 
(百万円) 

主要 
株主 

三 光 
起業㈱ 

東京都
中央区 

40 

不動産及
び有価証
券の所有
ならびに
管理 

(直接) 

11.5 

 

(緊密な者又

は同意してい

る者) 
5.4 

不動産の
賃借等 

不動産 
の賃借 

996 － － 

 

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

      不動産の賃借については、市場価格を勘案して、一般の取引条件と同様の基準により決定して

おります。なお、連結損益計算書では、販売費及び一般管理費に表示しているほか、営業外収

益その他と相殺しております。 

２．取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。 

 

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

種類 
会 社 等 
の 名 称 
又は氏名 

所在地 

資本金 
又 は 
出資金 
(百万円) 

事 業 の 
内 容 
又は職業 

議決権等 
の被所有 
割合(％) 

関 連 
当 事 者 
との関係 

取引の 
内 容 

取引金額 
(百万円) 科目 

期末残高 
(百万円) 

主要 
株主 

三 光 
起業㈱ 

東京都
中央区 

40 

不動産及
び有価証
券の所有
ならびに
管理 

(直接) 

11.5 

 

(緊密な者又

は同意してい

る者) 
5.4 

不動産の
譲渡 

不動産 
の譲渡 

3,290 － － 

 

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

      不動産の譲渡については、専門家の評価に基づいて、交渉の上価格を決定しております。 

   ２．取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。 

 

 

【訂正の理由】 

表示区分に誤りがあったためであります。 

 

以上 

 


